










































































































































































































































































































































である「性格及び環境の調整」（ 1条）を実現するための役割を分担している 46 。




きが終了する事件の割合がかなり高く  48 、平成29年においては、全事件の約38.4パーセントが審判不開始













































ないので、起訴猶予とされた年長少年は、そのまま社会に放置されることになる  58 。そこで、少年法の適
用対象年齢引下げによる影響として、特に従来であれば少年審判手続に入る前の保護的措置で対応してい













（刑訴法256条 6 項、起訴状一本主義）、裁判官は第 1回公判期日までは証拠資料に触れることはできない



















































65　田宮＝廣瀬・前掲注（ 4）251頁、川出・前掲注（ 6）140頁、丸山・前掲注（ 4）209-10頁、河原・前掲注（43）7 頁。















ねることが相当とされたためである  72 。このような福祉・教育的な性格から、少年審判手続においては、



















ある  79 。そして、現行少年法は、そもそも非行事実の認定、特に否認事件の審理を十分に想定・検討して































　これに対して、少年法の保護処分手続において用いられる主な収容施設は、少年院である  82 （24条 1 項
3 号）。少年院は、刑罰ではなく矯正教育を目的とする施設であり、少年院で行われる更生及び社会復帰
のための処遇プログラムは、少年の個別の特質に応じて行われる必要があるので、少年院において矯正教






















































わち、3条 1項 3号に列挙された虞犯事由のいずれか 1つ以上に該当し、かつ性格又は環境に照らして、
将来、犯罪行為又は触法行為をするおそれ（虞犯性）のある者を、虞犯少年として、犯罪少年と同様に保









































































































































している。また、旧少年法も、18歳未満の者を「少年」として規定していた  108 。さらに、若年者を特別扱
いする法令の中でも日常生活と最も密接に関連し、法改正により成人として扱われることになる者にとっ
て最も関心が高いと思われる、飲酒・喫煙が許可される年齢については、20歳を維持することになってい
る  109 。このように、若年者を特別扱いする法令は、それぞれの法令の目的に合わせて適用対象年齢を決定
することが当然であり、国法上の形式的な統一性の維持を理由として、適用対象年齢を決することはでき
ないと解すべきである。
105　勉強会・前掲注（99）5 頁、声明・前掲注（ 1）法セミ729号 3 頁。
106　斉藤・前掲注（ 3）別冊法セミ26頁、北澤貞男「裁判官」『別冊法学セミナー　少年法適用年齢引き下げは何をもたら
すか』（2018年、日本評論社）66頁、武内ほか・前掲注（59）85頁（伊藤発言）、武内・前掲注（ 3）法セミ24-5頁、菅原・
前掲注（ 3）101-2頁、後藤・前掲注（ 3）35頁、大塚・前掲注（ 3）66頁、安倍＝山﨑・前掲注（ 3）66-7頁。
107　糟谷忠男「少年法の年齢引き下げ問題―そのあり方を問う」『別冊法学セミナー　少年法適用年齢引き下げは何をもた
らすか』（2018年、日本評論社）99頁、武内・前掲注（ 3）法セミ22頁、菅原・前掲注（ 3）99頁、須納瀬・前掲注（ 3）























































してその責任を分担し、大人としての権利、自由を付与されるべきこととなる。」としている  115 。すなわち、
立法者は、成人年齢の引下げは、単に18歳以上の者に経済的な取引に関する能力を与えることではなく、





























































手段についても、法制審議会で積極的に議論がなされている  119 。まず、手続きの最初の段階における若年
者の更生のための働きかけとして、検察官が起訴猶予とした若年者について、家庭裁判所に送致して要保
護性を調査し、再犯を防止するために必要と認められる場合には保護観察処分を課す制度が検討されてい
る。また、施設内での処遇については、若年者に対して、少年院で行われている矯正教育の手法やノウハ
ウを生かした処遇の充実を図ることや、必要に応じて少年院と同様の建物・設備を備えた施設に収容する
ことが検討されている。これらの措置を設けることにより、若年者の更生のための働きかけも、ある程度
は実現することができると思われる。
　これらの措置について検討する際にも、若年者の再犯防止のためにこれらの制度を設けることが、処分
の根拠となる基本原理に照らして許容されるかを検討する必要がある。すなわち、成人年齢の引下げによ
り、現在の年長少年は成人として扱われることになり、保護原理に基づく処分を加えることはできなくな
るので、これらの措置が侵害原理に基づいて正当化できるかが問題になる。この点について検討すると、
まず若年者に対して、少年院で行われている矯正教育の手法やノウハウを生かした処遇の充実を図ること
や、必要に応じて少年院と同様の建物・設備を備えた施設に収容することについては、このような処遇を
受ける若年者は既に有罪判決が確定し、刑務所に収容されることは決まっており、刑務所内でどのような
処遇を行うかは刑事政策上の問題に過ぎないので、問題はないと解される 120 。これに対して、検察官が起
訴猶予とした若年者について、家庭裁判所に送致して要保護性を調査し、再犯を防止するために必要と認
められる場合には保護観察処分を課す制度については、この段階では有罪判決が確定しているわけではな
いので、このような処分を課すことについては慎重な態度が必要であり 121 、この場合に処分を課すために
は、侵害原理からの要請、すなわち処分の対象となる者が他者を害する行為に出たことが必要である。そ
こで、このような処分を課す前提となる起訴猶予処分は、嫌疑不十分を理由とするものであってはならず、
119　法制審議会少年法・刑事法部会「分科会における検討結果（考えられる制度・施策の概要案）」（2018年）13頁以下
（http://www.moj.go.jp/content/001264708.pdf）。また、大久保・前掲注（58）94頁、安倍＝山﨑・前掲注（ 3）67頁参照。
120　もっとも、須納瀬・前掲注（ 3）21頁は、パターナリズムによる介入が正当化されない成人の受刑者に対する処遇と
しては、現行の少年院の処遇のような教育的指導は受刑者に対する過度の介入にわたるものであり許されないとする。
121　奥村・前掲注（98）861頁、須納瀬・前掲注（ 3）22頁参照。
成人年齢引下げに伴う少年法の適用対象年齢引下げについて （木崎）
19
処分の対象者が犯罪行為に出たことについて十分な嫌疑が認められるが、事案が軽微であることや、示談
が成立していることを理由とする起訴猶予処分であることを要すると解すべきである。この点に関連し
て、少年事件においては、証拠上犯罪事実の一部の事実が認定できない事案について、非行事実を虞犯と
して構成することが実務上用いられているとされる 122 。このような虞犯の運用は、少年法が保護原理に基
づいて虞犯を理由とする処分を認めていることからは許容されるが、侵害原理に基づく通常の刑事手続に
おいては、犯罪事実について十分な証明がないにもかかわらず不利益な処分を課すものであり、絶対に許
されない。すなわち、検察官が起訴猶予とした若年者を保護観察の対象とする制度も、成人を対象とする
ものである以上侵害原理により正当化されるものでなければならないので、処分の対象となる者が犯罪行
為に出たことについて、少なくとも公訴提起を可能とする程度の十分な嫌疑がない場合には、処分を課す
ことは許されないと解される。
第 5　おわりに
　民法上の成人年齢の引下げを契機として、少年法の適用対象年齢の引下げについても議論がなされてい
るが、少年法の適用対象年齢が引き下げられ、年長少年が成人を対象とする刑事手続の対象とされた場合
には、年長少年による犯罪の多くは、起訴猶予処分により検察官の段階で手続きから開放されることにな
り、また事件が起訴された場合には、対審構造による公開の手続きで審理されることになる。そして、年
長少年については、少年院における徹底した更生を目的とする教育を受けさせることや、虞犯を理由とす
る処分を課すこともできなくなる。このことから、少年法の適用対象年齢の引下げにより、年長少年に対
する再犯防止のための働きかけは弱められることになる。
　しかし、少年法が規定する保護処分手続は、通常の刑事手続の根拠となる侵害原理のみならず、心身と
もに未成熟な若年者の利益のために国家が積極的に介入するという保護原理も基礎とするものであり、民
法上成人とされ、親権から独立して自律した人間として扱われるようになった者を、このような手続きの
対象とすることは許されない。そこで、民法上の成人年齢を引き下げる以上、それに合わせて少年法の適
用対象年齢も引き下げなければならず、若年者に対する再犯防止については、代替手段を用いて図るべき
である。もっとも、このような代替手段も、侵害原理に基づき許容されるものであることが必要であり、
若年者の再犯防止のための制度を議論する際には、この点についても十分に議論する必要があると解され
る。
 （筑波大学非常勤講師）
122　三浦透「虞犯の機能に関する覚書」『植村立郎判事退官記念論文集―現代刑事法の諸問題―〔第 1巻〕』（2011年、立花
書房）461頁。
筑波法政第77号（2019）
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